
 
 
 
 
 

日本ベンチャー学会制度委員会報告書 

 
 
 
 

 

イノベイティブな新しい社会の創生を目指して 

－ベンチャー支援活動の実態と課題－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2017年 3月 
 
 



1 

はじめに 

2010年度に作られた日本ベンチャー学会の特別委員会の一つである制度委員会は、2015年度末で 6
年目を終えた。2 年クールで一つのテーマを議論する形で進めており、これで 3 つのクールが終わっ
たことになる。 
「制度委員会」の新設にあたっては、過去 2 回の報告書にも記したように、タコツボ的な縦型の専
門化が進んだ結果、ベンチャー・コミュニティ全体を俯瞰し、共通の課題を発見して解決するための

横串的な委員会が必要なのではないかという問題意識の下、日本ベンチャー学会に参加する起業家、

ベンチャーキャピタリスト、投資家、知財や監査に関する専門家等々、様々な専門分野をお持ちの委

員にご参集頂き、広い意味での制度、それは単なる法律的な制度だけでなく、歴史的に育まれてきた

文化の基層となるような考え方や慣習といったものも含めた制度について議論し、そうした広義の制

度に対して変革を促すような施策や提言を打ち出すことを目的に「制度委員会」は作られた。 
2010 年度からの第 1 クールでは、「付加価値創造エンジンとしてのコア技術をベースにした成長ベ
ンチャーの輩出」をテーマに、制度委員会委員の方々にそれぞれの立場からの問題提起を行っていた

だき、それをまとめる形で報告書が作成された。 
2012 年度からの第 2 クールでは、「企業家を取り巻く創業環境とその改善策」をテーマに、革新的
な事業を展開する 10名の起業家の方々にゲスト講師として委員会にご参加いただき、彼らから創業当
初の状況やその後の成長過程での問題点などについてお話しいただきながら議論を行った。加えて、

それぞれのゲスト講師のお話は、ケース・スタディ用のケースとしてまとめ、委員長である秦がティ

ーチング・ノートを付けて学会の「会報」に順次掲載した。そして最後に、2年間の制度委員会として、
それぞれのゲスト講師の話から得られた日本の創業環境を中心とした課題を整理し、改善に向けた提

言として報告書にまとめた。 
そして 2014年度から始まった 2014－2015年度の同委員会では、起業家支援活動の事例や起業家教
育の実践をもとに、ベンチャー支援者及び起業家教育にとって必要な要件やベンチャー企業創出のた

めのエコシステムの在り方などを探ることをテーマとした。 
従って第 3 クールの 2014－2015 年度の制度委員会は、全国から起業家教育推進などを含む起業支

援活動を実践しておられる学識経験者、実業家、行政関係者など、加えて起業家教育を行っておられ

る大学人などをお呼びして、ベンチャー創出に向けた取り組みや課題、中でも地方でのベンチャー創

出のエコシステム創出に向けた取り組みや課題についてお話し頂き、議論してきた。 
以下、2014－2015年度の制度委員会活動についてその紹介すると同時に、議論の中で出て来たベン
チャー支援者の要件や支援活動の在り方などについての知見、制度面の整備に向けた提言などをまと

めて前回、前々回と同様に報告書を作成した。この報告書が、日本の起業家、ベンチャーの活躍が一

段と拡大していくことに多少なりとも貢献できることを願っている。 
 
 

2017年 3月 
日本ベンチャー学会 制度委員会 
委員長  秦 信行 
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